
○特別徴収した税額は
　従業員の方からの預り金です。

・特別徴収した税額の納入が遅れますと、
 従業員（納税者）の方の住民税額が減額となった際、
 還付事務が滞るなどの影響が生じる場合があります
 ので、ご留意ください。



従業員の少ない事業所でも

毎月特別徴収をしなければならない

のですか？

以下の場合には普通徴収が認められます。

原則、毎月特別徴収をしなければなり
ません。ただし、従業員が常時10人未
満の事業所の場合は、「特別徴収税額
〔給与所得・退職所得〕の納期の特例
に関する申請書」を提出し、市町村の
承認を受けることで年12回の納期を年
2回とすることができます。
（市税の滞納がある場合を除きます。）
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特別徴収のメリットに関しては表面をご覧ください。

徹底を図っております。

められておりません。退職など普通徴
収としなければならない場合を除き、
特別徴収として手続きをお願いするこ
とになります。


